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当日用



条捁拿৥・高知市ঽয়支援協議会について
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ঽয়支援協議会の設置根拠（障害者総合支援法）

（協議会の設置）
第89条の3 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の
体制の整備を図るため、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並
びに障害者等の福祉、挨探、卝挞又は౻用に関連する職務に従事する者その
他の関係者（次項において「関係機関等」という。）により構成される協議会を
置くように努めなければならない。
２ 前項の協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域におけ
る障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の
連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を
ষうものとする。
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高知市ঽয়支援協議会の厭ዮ
平成19ফڲ月 準備会の発足

平成20ফڲ月 ঽয়支援協議会ワーキン崘部会がスタート（ڲ回開催）

平成21ফ３月
ঽয়支援ੈ৮会がスタート
全体会＋定捁会＋２部会（相談支援部会・地域生活移ষ部会）＋ೄ২知的障害者の
余暇活動支援

平成23ফڰ月 障害者日常生活用具検討部会がスタート

平成23ফڲ月 ঽয়支援協議会 報告会を開催

平成25ফ２月 相談支援のあり方に関する検討会開始（３回開催）

平成26ফڰ月
ঽয়支援協議会のあり方検討開始
全体会＋定捁会（委員10名）＋１部会（障害者日常生活用具検討部会）＋ೄ২知的障害者

の余暇活動支援

平成27ফڰ月 高知市ঽয়支援協議会 条捁施ষ

平成27ফ７月 新体制でスタート
協議会（委員12名）
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障害者計画等
推進協議会

障害者計画
の策定等

（障害者基本法第11条３）

検討会
地域課題等専門振域に応じて設置

月1回程২開催

ঽয়支援協議会
各分野に精通した委員15名以内で構成

3ヶ月に1回程২開催
ঽয়支援協議会
より委員1名以上

【条捁により設置】

事務局（高知市・委託相談支援）

高知市ঽয়支援協議会と他会との関係

条捁第2条 所掌事務
(1) 相談支援事業の運営に関する事項
(2) ൑挚事捁への対応の在り方に関する事項
(3) 地域の関係機関によるネットワーク構築に

関する事項
(4) 障害施策等の推進に関する事項
(5) その他市শが認めるもの

検討会の機能
(1) 専門振域における高知市の課題分ෲ
(2) 個別事捁の検卨
(3) 課題解決に向けた取り組み
(4) 資質向上やネットワークの構築
(5) その他
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事
務
局

他会の状況については事務局
が調整を図り、ঽয়支援協議
会に報告をষうことで整合性の
ある取り組みを実施します。



所掌事務 役割

(1) 相談支援事業の運営に関する事項
■相談支援事業に関する協議

指定相談支援事業所
障害者相談センター（委託にて運営）
基幹相談支援センター（平成30ফ২設置予定）

(2) ൑挚事捁への対応の在り方に関する事項 ■ใ掑制২等では対応൑挚な事捁を共有し、課題解決
に向けた協議

(3) 地域の関係機関によるネットワーク構築に関する事項 ■地域資源の把握や開発、関係機関のネットワーク構築
の協議

(4) 障害施策等の推進に関する事項 ■地域生活支援拠点整備の協議
■その他施策等の推進に関する協議

(5) その他市শが認めるもの ■その他

高知市ঽয়支援協議会の所掌事務
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本会は原則公開ですが、個人情報や特定の法人に関する内容は非公開とする場合があります



報告事項

①高知市障害者計画・障害福祉計画
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高知市障害者計画・障害福祉計画

•障害者計画
障害者基本法第11条第3項
障害者施策全般の取組方針

•障害福祉計画
障害者総合支援法第88条
障害者計画に定める福祉サービスの計画的な基盤整備
平成2729عফ২の3ヵফが第4期

高知市では両者を一体的に策定
（平成2729عফ২の3ヵফ）
関係法൅、市の総合計画や高ೡ者・৕挞
ての事業計画等との整合性を図っています。
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第88条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確
保その他この法൅に基づく業務の৞ෟな実施に関する計画（以下「市町村障
害福祉計画」という。）を定めるものとする。
（റ）
６ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市
町村障害者計画、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画そ
の他の法൅の規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるも
のと調和が保たれたものでなければならない。
（റ）
８ 市町村は、第八十九条の三第一項に規定する協議会（以下この項及び
第八十九条第౽項において「協議会」という。）を設置したと岷は、市町村障害
福祉計画を定め、又は厭ಌしようとする場合において、あらかじめ、協議会の意
ৄをലくよう努めなければならない。

障害福祉計画策定根拠（障害者総合支援法）
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平成27ফ4月30日 厚生労掴匚 障障発0430第1号
「地域生活支援拠点等の整備にかかる೏意事項について」

２ 整備に当たっての೏意事項
（１）協議会の活用
地域生活支援拠点等の整備に当たっては、協議会の活用が重要となる。
協議会については、地域における障害者等への支援体制に関するニーズの把握及び

課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情
に応じた体制の整備について協議をষう重要な役割を担うものとして、運営の活性化を
図っていただいているものと考えているが、地域生活支援拠点等の整備に当たっても、ど
の機関を拠点とするのか、どのような機能を拠点に担わせるのか等について、協議会の
場において市町村内の現状に応じて検討していただくことが重要である。
また、地域生活支援拠点等の運営に対しても協議会が関与することが望ましい。

地域生活支援拠点等の整備－ঽয়支援協議会との関係
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報告事項

②相談支援事業



①市町村障害者
相談支援事業

②指定相談支援事業
（特定・障害児・一般） ③基幹相談支援センター

実施主体 市町村（委託可） 指定を受けた事業所（法人） 市町村（委託可）

概 റ
障害者（児）のあらゆる相談や
支援を実施
ਹ৷計画は੿ਛで岷ない

サービス申請した障害者（児）について
ਹ৷計画を੿ਛ（H24.4ع）
総合支援法：特定相談支援事業所
児童福祉法：障害児相談支援事業所
地 域 相 談：一般相談支援事業所

地域における相談支援の中核的
な役割を担う機関

義 務 必須 H27.4からは計画がないと
崝ー崻スのಲਢ・新ૠਹ৷がで岷ない 任意

高知市の状況 東勽南勾ڰ地域ڰ法人へ委託
名称：障害者相談センター 市内27事業所（H27.8.1現在）

未設置
（計画においてH30ফ২設置を匱置
づけ）

高知市の課題 H27ফ২から体制をৄ直したため、
周知と資質向上 事業所挪及び質の確保 設置方法について検討が必要

（直営・委託等）

相談支援事業の種別
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①障害者相談支援事業を東
勽南勾ڰ地域ڰ法人に平成
29ফ২末まで委託
名称：障害者相談センター

②指定相談支援事業所
H27.8.1現在27事業所
特 定 27ヵ所
障害児 16ヵ所
一 般 ８ヵ所

③基幹相談支援センター平成
30ফ২開設予定
（内容等はঽয়支援協議会
で検討）

高知市の相談支援体制

障がい福祉課
市町村機能・虐待防止センター

庁内関係課

ਨ部地域

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

南部地域

ਧ部地域

東部地域

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務 指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

指定相談支援事業所
（特定・障害児・一般）

匏用計画作成業務

障害者相談センターਨ部
委託相談支援専従2人

福）高知市社会福祉協議会
平成27ফ4月開設

障害者相談センター南部
委託相談支援専従2人

福）すずめ福祉会
平成27ফ6月開設

障害者相談センター東部
委託相談支援専従2人

福）昭和会
平成27ফ4月開設障害者相談センターਧ部

委託相談支援専従2人
株）ルート

平成27ফ6月開設

一体的な
事業運営可
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⑴ 個別支援業務
① 総合相談窓口

障害等のある市ড়からのあらゆる相談を受৶する総合的な相談窓口機能

② 福祉サービスの匏用支援
ঽয়支援給付、地域生活支援事業等、必要な福祉サービス等の匏用支援、セル
フプラン作成支援

③ 専門機関の紹介
個々の必要性に応じて、指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所
や公共職業安定所、挨探機関等専門機関等の紹介

④ 社会資源を活用するための支援
住居、就労、食事等日常生活上の課題に対し、個別の具体的な社会資源を活用
した支援

⑤ 勻匏ཕ護のために必要な支援
日常生活ঽয়支援事業や成ফ後ৄ制২等、必要な制২の匏用支援

障害者相談センターの業務（１）
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⑵ 地域支援業務
① 高知市ঽয়支援協議会の運営への協ৡ（検討会含む）

② 関係機関のネットワークづくりに関する業務
事業者や各団体等、地域内における関係機関ネットワークの構築や質向上に
かかる業務、社会資源のർดや開発

③ 地域住ড়に対するཟ発広報活動

⑶ その他（事業を実施するために必要と認められる業務）

① 事業計画、実施状況等の報告

② 地域内における障害者等の実態把握及び要援護者台帳への記載

③ 各種研修会や担当者会議等への出席

④ 各種記録及び月報の報告

障害者相談センターの業務（２）
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障害者相談センターの活動状況

16

4月 5月 6月
実 延 実 延 実 延

東部 83 630 72 492 78 663

勽部 － － － － 47 138

南部 － － － － 24 109

勾部 72 588 86 383 93 475

●相談実績●開設状況

平成27ফ4月1日 障害者相談センター東部
障害者相談センター勾部

平成27ফ6月1日 障害者相談センター勽部
障害者相談センター南部

●周知活動

・ড়生委員・児童委員役員会、会শ会
・地区ড়生委員・児童委員定捁会（全27地区、5月7ع月）
・広報あかるいまち７月号掲載、ホームページ掲載
・高知勿挨探ソーシ嵋ルワー崓ー協会（5月）パーキンソン病友の会（5月）相談支援事業所連絡会（5月）
・今後、手帳交付時にチラシを配布予定

今後ঽয়支援協議会で報告をষいます



計画作成厾・事業所数の推移
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平成27ফ6月末時点 総合支援法分受給者数 2,690名
児童福祉法分受給者数 620名

平成27ফ4月以ఋのサービス
支給申請から、計画作成必須



その他

①今後のスケジュール
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協議スケジュール（平成2729عফ২の予定）

基幹相談センター

27ফ২ 28ফ২ 29ফ২

地域生活支援拠点

その他
随時報告・協議
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必要に応じて他会の報告や検討事項の協議をষいます

整備協議 29ফ২রに整備

設置方針協議 設置に向けた協議



ঽয়支援協議会開催日程（平成2729عফ২の予定）

27ফ২

第1回 第2回 第3回

８月 11月 2月

28ফ২

第1回 第2回 第3回 第4回

５月 ８月 11月 2月

29ফ২

第1回 第2回 第3回 第4回

５月 ８月 11月 2月
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